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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  984,529  936,888  531,701  212,875  192,312  -  13,116 34,525 

1 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策地
域公共交通
事業者支援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 4,050 4,050 4,050 

①地域公共交通を維持するため、新型コロナウイルス感染症拡
大の影響により利用者が著しく減少している市内タクシー事業者
に対して給付金を支給し、事業継続を支援する。
②給付金
③タクシー1台あたり30千円×135台
④市内タクシー事業者

－ － － － R4.4 R5.3 給付率70％ ＨＰ R4補正（地）

2 R3 単 －
交通系ＩＣ
カード導入
支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 23,288 23,288 23,288 

①新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、キャッシュレ
ス化による接触機会低減のため、交通系ＩＣカード「ICOCA」を導
入するバス事業者に対し、設備導入等に要する経費を補助す
る。（交通系ICカードは、島根県西部においては鉄道含め現状未
導入であり、島根県及び他市町とともに協調補助するものであ
る。）
②交通系ICカード導入費用
③導入費用309,300千円×1/3（市町負担率）×路線バス・高速
バス車両数比による按分率22.588％
④石見交通株式会社

－ － － － R4.4 R5.3
R5年3月末までに、対象事業者に
おける大阪線を除く路線バス全車
両の交通系ICカード導入率100％

ＨＰ R4補正（地）

3 R3 単 －
防災情報等
配信システ
ム導入事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 4,305 4,305 4,305 

①市民に対するコロナ関連の防災危機管理情報や学校から保
護者への臨時休校情報などについて、それぞれのメールシステ
ムを逐一打ち込む状況であり、これにより情報発信までに時間
を要している。様々な情報媒体に対して迅速に一斉発信可能な
システムを導入することで、情報発信に要する時間を短縮し、住
民が様々な媒体を介して迅速に情報を受け取ることができる環
境を整備する。
②一斉配信システムの導入経費・使用経費
③システム導入委託料2,750千円（学校関係情報構築660千円、
感染症等危機管理情報構築1,540千円、職員通知用550千円）
＋システム使用料1,555千円（月額172,700円×9月）＝4,305千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3
R5年3月末までに一斉配信システ
ム導入率100％

ＨＰ R4補正（地）

4 R3 単 －

感染者・濃
厚接触者買
い物代行助
成事業

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン接
種の促進、検査の環
境整備、治療薬の確

保

○ － 720 720 720 

①新型コロナウイルス感染症の感染者の自宅待機時期や濃厚
接触者の外出自粛期間の買い物代行利用料金を助成
②買い物代行利用料金
③3千円×2回（2週分）×120世帯＝720千円
④新型コロナウイルス感染症の感染者及び濃厚接触者

－ － － － R4.4 R5.3
当該助成事業に対する利用者の
事業評価割合70％以上

ＨＰ R4補正（地）

5 R3 単 －
高齢者福祉
施設等感染
症対策事業

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン接
種の促進、検査の環
境整備、治療薬の確

保

○ － 1,744 1,744 1,744 

①高齢者福祉施設等における、新型コロナウイルス感染症の早
期発見対策や感染拡大防止対策のため、各施設が購入する新
型コロナウイルスに係る抗原検査キットの費用を助成する。
②抗原検査キット購入補助金
③（1）高齢者施設等　職員数2,335人×1,000円×50％＝
1,167,500円
（2）障がい者福祉施設等　職員数482人×1,000円×50％＝
241,000円
（3）保育所等　職員数670人×1,000円×50％＝335,000円
※検査キットの使用率を50％と見込む
④（1)高齢者福祉施設等
（2）障がい者福祉施設等
（3）保育所等

－ － － － R4.4 R5.3 補助金執行率70％ ＨＰ R4補正（地）

6 R3 単 －

浜田港国際
コンテナ航
路利用事業
者支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 6,480 6,480 6,480 

①新型コロナウイルス感染症感染拡大を主因とする海上運賃上
昇の影響を受けている市内事業者に対して、緊急支援を行うこ
とで、物流コストを軽減し、経済的負担の軽減を図る。さらに、浜
田港における物流を維持することにより、港湾関係事業者や運
送事業者の安定的な事業継続を支援する。
②コンテナ利用月と前年同月を比べた海上運賃上昇額に対する
助成
③（1）ドライコンテナ貨物
・韓国航路：128TEU×5千円＝640千円
・中国航路：116TEU×25千円＝2,900千円
・その他航路：49TEU×30千円＝1,470千円
（2）リーファーコンテナ貨物
・韓国航路：1TEU×10千円＝10千円
・中国航路：16TEU×50千円＝800千円
・その他航路：11TEU×60千円＝660千円
④市内に事業所等を有し 浜田港の定期コンテナを利用した事

－ － － － R4.4 R5.3 補助金執行率70％ ＨＰ R4補正（地）

7 R3 単 －

浜田港コン
テナ航路コ
ロナ対策緊
急支援事業
負担金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 20,000 20,000 20,000 

①新型コロナウイルス感染症感染拡大を主因とする海上運賃上
昇の影響を受けている市内事業者に対して、浜田港振興会が実
施する新型コロナウイルス感染症緊急支援事業の一部を負担
することにより、浜田港利用事業者の継続的かつ安定的な浜田
港利用に繋げる。
②浜田港振興会が実施する新型コロナウイルス感染症緊急支
援事業の一部を負担
③緊急支援事業（浜田港国際コンテナ航路利用事業者支援事
業補助金）事業費40,000千円×1/2＝負担金20,000千円（島根
県1/2負担）

－ － － － R4.4 R5.3
浜田港振興会における当事業執
行率70％

ＨＰ R4補正（地）

8 R3 単 ○

プレミアム付
「はまだ応援
チケット」発
行事業（第1
弾分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 150,000 150,000 150,000 

①長引くコロナ禍に加えて、原油価格・物価高騰の影響を受けて
疲弊・困窮している地域経済及び住民生活を回復させるため、
プレミアム付「はまだ応援チケット」を発行する。市民等の購買行
動を促し地域経済の循環・活性化を図るとともに、物価高騰によ
る住民の生活水準低下抑止に繋げる。
②「浜田応援チケット実行委員会」が行う、登録店で利用可能な
プレミアム付きの応援チケットの販売費等を補助
③応援チケットプレミアム分100,000千円、販売事務手数料・チ
ケット印刷費等50,000千円
④住民及び市内事業者

－ － － － R4.4 R5.3 補助金執行率70％ ＨＰ R4補正（地）

9 R3 単 －
小中学校校
舎トイレ洋式
化事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 115,196 109,620 109,620 5,576 

①新型コロナウイルス感染症の感染防止を図るために、小中学
校校舎トイレを蓋のある洋式の便器に改修し、排せつ物の飛散
を防ぐ。
②トイレ洋式化工事費、設計委託料、工事監理業務委託料、便
座購入費
③設計委託料17,952千円＋工事監理業務委託料6,864千円＋
洋式化工事費（便座購入費含む）90,380千円（単価734.8千円×
123基）＝115,196千円（他事業との臨時交付金配分調整から、こ
のうち5,576千円については一般財源対応）
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3
対象数123基について、R5年3月
末までに施工を完了させる

ＨＰ R4補正（地）

10 R3 単 －

成人式延期
に伴うキャン
セル料及び
交通費支援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 7,250 7,250 7,250 

①新型コロナウイルス感染症の感染急拡大の影響により令和4
年1月9日開催から令和4年10月9日開催に急きょ延期となった令
和4年浜田市成人式について、既に事前申込をしている新成人
に対し貸衣装等のキャンセル料及び延期日の帰省に係る交通
費について補助を行うことで、新成人の負担軽減を図る。
②（1）貸衣装等キャンセル料補助
　　補助率10/10、上限100千円
　（2）交通費補助
　　補助率10/10、上限40千円（片道の場合は20千円）
③（1）貸衣装等キャンセル料補助
　　事前申込者345人×10％×100,000円＝3,500,000円
　　※利用率を10％と見込み、端数四捨五入
　（2）交通費補助
　　一人当たり平均補助見込額14,764円×申請予定者254人＝
3,750,000円
　　※事前申込者における居住地調査回答者のうち、交通費の
発生する者の割合で申請予定者を算出
④新成人（令和4年1月9日成人式の事前申込者に限る）

－ － ○ － R4.4 R5.3 補助金執行率70％ ＨＰ R4補正（地）

移替先

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

-                                                                                           

地方単独事業費 -                                                                                           

通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-                                                                                    

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

188,866                                                                          

配分予定額計 897,419                                                                          

13,118                                                                                    

-                                                                                    

495,678                                                                          

518,583                                                                                  

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

212,875                                                                          

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

国庫補助事業費 -                                                                                           

327,457                                                                          

168,221                                                                          

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

0855-25-9210 405,132                                                                                                                                          

shimada-takuya@city.hamada.lg.jp

通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

192,312                                                                                  

-                                                                                           

192,312                                                                                  

国庫補助事業費

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

188,866                                                                                                                                          

通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

897,419                                                                                                                                          

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

11,558                                                                                                                                            

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

495,678                                                                                                                                          

8,030                                                                                                                                              

212,875                                                                                                                                          

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

70,958                                                                                                                                            

212,875                                                                          

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-                                                                                    212,875                                                                                  

212,875                                                                                  

-                                                                                           

 本省繰越希望額
（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額）

交付限度額計

-                                                                                    

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者

等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

島根県

浜田市

32202

総務部　財政課

島田　拓也

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付対象経費

-                                                                                    

総務省

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

交付金の区
分

種類

国のR4予算分（交付限度額⑦）

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分

に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

531,701                                                                                  

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                                                                                                    

188,866                                                                          

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者

等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分

に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

11 R3 単 －
発熱外来待
合室設置事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 46 46 46 

①新型コロナウイルス感染症の感染急拡大の影響により受診者
が急増している浜田医療センターに、発熱外来の待合室として
利用するユニットハウスを緊急的に設置することで、通院・入院
患者との接触機会を減らし、感染拡大を防止する。
②ユニットハウス借上料
③ユニットハウス1基×45,980円/月×1月＝45,980円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R4.4
対象発熱外来における設置期間
中のクラスター件数0件

ＨＰ R4補正（地）

12 R3 補 －
子ども・子育
て支援交付
金

内閣府 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 18,950 6,318 6,318 6,316 6,316 

①市内児童福祉施設等及び保育所等において、新型コロナウイ
ルス感染症対策を徹底しつつ、事業を継続的に実施していくた
めの体制づくりを行う。
②（1）職員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実
施していくために必要な経費の補助
（2）事業所等へのマスクや消毒液等の配布、感染防止用の備品
購入
③（1）児童福祉施設等1,500千円（1施設あたり300千円）、保育
所等6,150千円（1施設あたり200千円～300千円）
（2）児童福祉施設等11,300千円（1施設あたり300千円～500千
円）

※県補助金：6 316千円充当

－ － － － R4.6 R5.3
事業費執行率70％を達成すること
で、児童福祉施設等における感染
症のまん延防止を図る

ＨＰ R3補正（国）

13 R3 補 －
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 12,400 6,200 6,200 6,200 

①市内保育所等における新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止対策の支援を行う。
②（1）職員が感染症対策の徹底を図りながら保育を継続的に実
施していくために必要な経費の補助
（2）マスクや消毒液等の配布、感染防止用の備品購入経費の補
助
③12,400千円
（1施設あたり（1）（2）合計で400千円～500千円）
④市内保育所等

－ － － － R4.6 R5.3
事業費執行率70％を達成すること
で、保育所等における感染症のま
ん延防止を図る

ＨＰ R3補正（国）

14 R3 補 －
教育支援体
制整備事業
費交付金

文部科学省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,200 600 600 600 

（幼稚園の感染症対策支援）
①幼稚園における新型コロナウイルス感染症対策に必要な備品
等を購入し、徹底した感染症対策を行うことにより園児が安心し
て幼児教育をうけることができる環境を整える
②感染症対策用備品等購入費
③400千円×3園＝1,200千円
④幼稚園

－ － － － R4.6 R5.3
事業費執行率70％を達成すること
で、幼稚園における感染症のまん
延防止を図る

ＨＰ R3補正（国）

15 R4 単 ○

プレミアム付
「はまだ応援
チケット」発
行事業（第2
弾・重点交
付金分）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え

等を通じた生活
者支援

153,866 153,866 153,866 

①市内在住者が購入できるプレミアム付「はまだ応援チケット」を
発行し、コロナ禍における物価高騰の影響を受けている市民の
消費下支えを図るとともに、購買行動を促すことで地域経済の
循環・活性化に繋げる。（第2弾）
②「浜田応援チケット実行委員会」が行う、登録店で利用可能な
プレミアム付きの応援チケットの販売費等を補助
③応援チケットプレミアム分208,000千円、販売事務手数料・チ
ケット印刷費等62,000千円
　合計270,000千円のうち、重点交付金分として153,866千円
④住民及び市内事業者

－ － － － R4.10 R5.3
事業費のうち、市民の消費行動と
連動するプレミアム分の執行率
70％

ＨＰ R4補正（地）

16

17 R3 単 ○

プレミアム付
「はまだ応援
チケット」発
行事業（第2
弾・通常分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 116,134 116,134 116,134 

①市内在住者が購入できるプレミアム付「はまだ応援チケット」を
発行し、物価高騰の影響を受けている市民の消費下支えを図る
とともに、購買行動を促すことで地域経済の循環・活性化に繋げ
る。（第2弾）
②「浜田応援チケット実行委員会」が行う、登録店で利用可能な
プレミアム付きの応援チケットの販売費等を補助
③応援チケットプレミアム分208,000千円、販売事務手数料・チ
ケット印刷費等62,000千円
　合計270,000千円のうち、通常分（R3本省繰越分）として
116,134千円
④住民及び市内事業者

－ － － － R4.10 R5.3
事業費のうち、市民の消費行動と
連動するプレミアム分の執行率
70％

ＨＰ R4補正（地）

18 R3 単 ○
保育所等給
食食材購入
費支援事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 4,569 4,569 4,569 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰により、私立の保育所
等における給食の食材料費も高騰するなかで、子育て世帯の負
担を増やすことなく給食の質・量を保つために、食材料費の上昇
分について補助する。
②令和3年度と令和4年度の実際に要した食材料費の差額分を
補助（ただし、県庁所在地における令和3年4月と令和4年4月の
食糧の消費者物価指数の上昇率3.9％に相当する費用を上限と
する）
③【保育所・認定こども園】令和3年度食材料費72千円×令和4
年度物価上昇率3.9％×各園園児数＝4,526千円（園毎に千円未
満切捨した合計　※園児数は総数1,616人）
【私立幼稚園】令和3年度食材料費36千円×令和4年度物価上
昇率3.9％×園児数31人＝43千円（千円未満切捨）
　※教職員分は除く
④私立保育所（認可外保育施設含む）、私立認定こども園、私立
幼稚園　計29施設、及び子育て世帯

－ － － － R4.9 R5.3

対象施設からの補助金申請率
70％を達成することで、子育て世
帯の負担を増やすことなく給食の
質・量を保つことに繋げる

ＨＰ R4補正（地）

19 R3 単 ○
学校給食食
材購入費支
援事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 19,400 19,400 19,400 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰により、小中学校にお
ける給食の食材料費も高騰するなかで、保護者の負担を増やす
ことなく給食の質・量を保つために、食材料費の上昇分について
補助する。
②令和2年度と令和4年度の実際に要した食材料費の差額分を
補助（ただし、令和2年度からの上昇率の上限を8.0％と見込む）
③令和2年度一食当たり平均単価293.34円×8.0％×児童生徒
数4,109人×201食≒19,400千円
　※教職員分は除く
④学校給食会、各学校給食センター運営委員会、自校方式小
中学校　計7施設、及び保護者

－ － － － R4.9 R5.3

対象施設からの補助金申請率
70％を達成することで、保護者の
負担を増やすことなく給食の質・量
を保つことに繋げる

ＨＰ R4補正（地）

20 R3 単 ○

施設園芸等
省エネル
ギー設備等
導入支援事
業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 6,000 6,000 6,000 

①コロナ禍における原油価格高騰により経営が圧迫されている
施設園芸、乾椎茸・菌床椎茸などの加湿設備・乾燥設備を有す
る経営体に対して、省エネルギー化に係る経費を補助し、安定
的に事業継続できるよう支援する。
②循環扇導入、温室の保温性向上（多重化・多層化等）、電照設
備ＬＥＤ化、荒茶製造工程（乾燥）の効率化、乾椎茸乾燥設備更
新・菌床椎茸既存設備省エネ化更新等、燃油使用量又は電気
使用量の削減対策として必要な設備等導入に要する経費（補助
率1/2、補助金額上限1,000千円／経営体）
③補助上限額1,000千円×6経営体＝6,000千円
④加湿設備を有する施設園芸施設・菌床椎茸施設、乾燥設備を
有する乾椎茸加工施設・荒茶加工施設　を市内に有する者

－ － － － R4.9 R5.3
対象経営体からの補助金申請率
70％を達成することで、省エネ化
による事業安定化を図る

ＨＰ R4補正（地）

21 R3 単 ○
畜産経営緊
急支援事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 339 339 339 

①コロナ禍における原油価格の高騰等により配合飼料及び輸入
粗飼料の価格高騰が続き、経営を圧迫されている市内畜産農家
に対して緊急的に支援を行うことで、事業継続を図る。
②補助対象経費：配合飼料、輸入粗飼料購入に要する費用につ
いて、基準価格（配合飼料61,700円/t、輸入粗飼料44,540円/t）
を超えた額
　補助率：補助対象経費の1/2
　算定対象期間：令和4年1月1日～令和4年12月31日
③【配合飼料】各月平均基準価格超見込額12,000円/t×1/2×
必要量0.003t/頭・日×19頭×365日≒125千円
【輸入粗飼料】各月平均基準価格超見込額8,800円/t×1/2×必
要量0.007t/頭・日×19頭×365日≒214千円
④繁殖牛5頭未満の市内小規模畜産農家（5頭以上の畜産農家
に対しては島根県が同様の事業を実施して対応）　計11戸

－ － － － R4.9 R5.3

対象畜産農家からの補助金申請
率70％を達成することで、飼料価
格高騰の影響を大きく受けている
畜産農家の事業安定化を図る

ＨＰ R4補正（地）

22 R3 単 ○

原油価格・
物価高騰対
策漁業者支
援事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 14,300 14,300 14,300 

①コロナ禍における原油価格の高騰によって厳しい環境に直面
している漁業経営の安定化を図るため、国の漁業経営セーフ
ティネット構築事業の補填単価の漁業者負担相当額に対して補
助を行う。
②補助対象経費：対象期間中の燃油購入費のうち、国の漁業経
営セーフティネット構築事業の補填単価の漁業者負担相当分
（国事業対象外の場合であっても同様に補填単価の漁業者負担
相当分とする）
　補助率：補助対象経費の1/2（上限3,000千円／船団）
　算定対象期間：令和4年4月～令和4年9月の6か月間（ただし、
休漁期間は対象期間に含まず、休漁月分は令和4年3月以前に
遡って対象期間とする）
③1～3月分（休漁月遡り分）：漁業者負担補填単価8.8円×1/2
×購入量927,060Ｌ＝4,079,064円
　4～6月分：漁業者負担補填単価13.2円×1/2×購入量932,710
Ｌ＝6,155,886円
　7～9月分：漁業者負担補填単価見込13.2円×1/2×購入量見
込615,916Ｌ＝4,065,046円
　合計：14,300千円
④ＪＦしまね浜田支所（ＪＦしまねの組合員資格を有する漁業者
であって 市内の漁港を根拠地として漁業を営み かつ対象期

－ － － － R4.9 R5.3

補助金執行率70％を達成すること
で、原油価格高騰の影響を受けて
いる漁業者の更なる負担軽減を図
る

ＨＰ R4補正（地）

23 R3 単 ○

原油価格・
物価高騰対
策貨物運送
事業者支援
事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 18,700 18,700 18,700 

①コロナ禍における原油価格の高騰により経営が圧迫されてい
る貨物運送事業者に対して、車両1台当たり定額の給付金を支
給し、事業継続を支援する。
②給付金
　一般貨物自動車：1台当たり50千円
　貨物軽自動車：1台当たり20千円
　ただし、1社の上限1,000千円
③一般貨物自動車：50千円×352台＝17,600千円
　貨物軽自動車：20千円×55台＝1,100千円
④一般貨物自動車運送事業を営む者、貨物軽自動車運送事業
を営む者、一般貨物自動車運送事業・貨物軽自動車運送事業
の両方を営む者

－ － － － R4.9 R5.3

給付金執行率70％を達成すること
で、原油価格高騰の影響を受けて
いる貨物運送事業者の事業継続
を図る

ＨＰ R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者

等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分

に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

24 R3 単 ○

原油価格・
物価高騰対
策地域公共
交通事業者
支援事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 2,282 1,141 1,141 1,141 

①コロナ禍における原油価格の高騰により経営が圧迫されてい
るタクシー事業者に対して、上昇した燃料費相当額の一部を支
援することで地域公共交通の安定的な供給を図る。
②補助対象経費：燃料上昇単価×各月の使用量実績（ただし、
ＬＰガス車は国の燃料高騰激変緩和対策事業による支援額を控
除）
　補助対象期間：令和4年4月～9月
　補助率：補助対象経費の1/2
　※ただし、島根県の方針変更による給付単価設定がされた場
合は、同様の趣旨の給付金として執行する。
③【ガソリン車】平均単価差見込19.166円×月使用量見込14,159
Ｌ×6月＝1,628,229円
　【ＬＰガス車】平均単価差見込27.60円×月使用量見込23,027Ｌ
×6月＝3,813,272円
　1/2×（合計5,441,501円－燃料高騰激変緩和対策支援見込額
879,060円）≒2,282千円
　※県補助金1,141千円充当
④市内タクシー事業者（市内に本社又は営業所を有する一般乗
用旅客自動車運送事業者）

－ － － － R4.9 R5.3

補助金執行率70％を達成すること
で、原油価格高騰の影響を受けて
いるタクシー事業者の更なる負担
軽減を図る

ＨＰ R4補正（地）

25 R3 単 －
総合福祉セ
ンター浴場
等開放事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,821 1,821 1,821 

①自宅に入浴設備のない市民に対して開放している総合福祉セ
ンター浴場及び貸室等について、新型コロナウイルス感染症対
策として消毒清掃業務を行い、利用者の感染リスクの低減を図
る。
②浴場・貸室の消毒清掃経費
③浴場消毒清掃業務　2,650円／日×147日×1.1＝428,505円
　 貸室消毒清掃業務　1,392,077円
・会議室（平日）1,300円×250回×利用率90％×1.1＝321,750円
・会議室（休日）1,950円×115回×利用率90％×1.1＝222,007円
・その他（平日）880円×1,250回×利用率40％×1.1＝484,000円
・その他（休日）1,280円×575回×利用率45％×1.1＝364,320円
　 合計1,820,582円
④総合福祉センター

－ － － － R4.4 R5.3
消毒対象施設におけるクラスター
発生件数0件

ＨＰ R4補正（地）

26 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策学
校支援員配
置事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 7,047 7,047 7,047 

①学校現場における新型コロナウイルス感染症の拡大により、
教員の感染症対策業務が増え続けているが、人手が限られてい
ることから、細部にわたる対策・指導が十分に行えてない状況で
ある。このため、感染症対策業務を担う学校支援員を配置し、き
め細かな対策・児童生徒への指導を行うことで、感染症の拡大
防止と、教員が本来業務に専念できる体制構築を図る。
②学校支援員コロナ対応分配置経費（会計年度任用職員5,820
時間分）
③学校支援員報酬1,175円×5,820時間＝6,838,500円
　通勤手当208,500千円
　合計7,047,000円
④市内小中学校

－ － － － R4.4 R5.3
小中学校における感染症拡大の
抑制及び教員の事業評価割合
70％以上

ＨＰ R4補正（地）

27 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策地
域公共交通
事業者支援
事業（乗合
バス事業分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 165 165 165 

① 新型コロナウイルス感染症の影響により利用者が著しく減少
する中、住民生活を支えるため一定の事業継続が求められる乗
合バス事業者に対して、運行経費の一部を支援することで事業
継続を図る。
② 乗合バス事業者における、コロナ影響前の過去3年間（H29～
R1）の人件費及び燃料費の月額平均×令和4年度の新型コロナ
ウイルス感染症影響期間月数を給付
③（ 人件費月額平均266千円＋燃料費月額平均64千円）×1月
（影響見込月数）×1／2＝165千円（県と市町で折半）
④バス路線事業者

－ － － － R4.4 R5.3

給付金執行率100％を達成するこ
とで、新型コロナウイルス感染症
拡大による影響を受けている乗合
バス事業者の事業継続を図る

ＨＰ R4補正（地）

28 R3 単 ○

原油価格・
物価高騰対
策地域公共
交通事業者
支援事業
（下半期分）

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 2,927 1,464 1,464 1,463 

①コロナ禍における原油価格の高騰により経営が圧迫されてい
るタクシー事業者に対して、上昇した燃料費相当額の一部を支
援することで地域公共交通の安定的な供給を図る。（Ｎｏ.24の下
半期分）
②補助対象経費：燃料上昇単価×各月の使用量実績（ただし、
ＬＰガス車は国の燃料高騰激変緩和対策事業による支援額を控
除）
　補助対象期間：令和4年10月～令和5年3月
　補助率：補助対象経費の1/2
　※ただし、島根県の方針変更による給付単価設定がされた場
合は、同様の趣旨の給付金として執行する。
③【ガソリン車】平均単価差見込21.500円×月使用量見込14,159
Ｌ×6月＝1,826,511円
　【ＬＰガス車】平均単価差見込29.149円×月使用量見込23,027
Ｌ×6月＝4,027,284円
　合計5,853,795円×1/2≒2,927千円
　※県補助金1,463千円充当
④市内タクシー事業者（市内に本社又は営業所を有する一般乗

－ － － － R4.10 R5.2

補助金執行率70％を達成すること
で、原油価格高騰の影響を受けて
いるタクシー事業者の更なる負担
軽減を図る

ＨＰ R4補正（地）

29 R4 単 ○

プレミアム付
「はまだ応援
チケット」発
行事業（第3
弾・原油価
格・物価高
騰対策分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 212,875 212,875 212,875 

①市内在住者が購入できるプレミアム付「はまだ応援チケット」を
発行し、コロナ禍において物価高騰の影響を受けている市民の
消費下支えを図るとともに、購買行動を促すことで地域経済の
循環・活性化に繋げる。（第3弾）
②「浜田応援チケット実行委員会」が行う、登録店で利用可能な
プレミアム付きの応援チケットの販売費等を補助
③応援チケットプレミアム分206,000千円、販売事務手数料・チ
ケット印刷費等65,350千円
合計271,350千円のうち、通常分（R4予備費）として212,875千円
④住民及び市内事業者

－ － － － R5.3 R5.4以降
事業費のうち、市民の消費行動と
連動するプレミアム分の執行率
70％

ＨＰ
事業目的を達成する
十分な期間を確保する
必要があるため。

R4補正（地）

30 R4 単 ○

プレミアム付
「はまだ応援
チケット」発
行事業（第3
弾・重点交
付金分）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え

等を通じた生活
者支援

58,475 38,446 38,446 20,029 

①市内在住者が購入できるプレミアム付「はまだ応援チケット」を
発行し、コロナ禍において物価高騰の影響を受けている市民の
消費下支えを図るとともに、購買行動を促すことで地域経済の
循環・活性化に繋げる。（第3弾）
②「浜田応援チケット実行委員会」が行う、登録店で利用可能な
プレミアム付きの応援チケットの販売費等を補助
③応援チケットプレミアム分206,000千円、販売事務手数料・チ
ケット印刷費等65,350千円
合計271,350千円のうち、重点交付金分として38,446千円、一般
財源20,029千円
④住民及び市内事業者

－ － － － R5.3 R5.4以降
事業費のうち、市民の消費行動と
連動するプレミアム分の執行率
70％

ＨＰ
事業目的を達成する
十分な期間を確保する
必要があるため。

R4補正（地）


